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【詳細】令和６年度（令和７年度への繰越分）　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　実績一覧

４．成果・効果 ５．評価検証および今後の方針 ６．その他

No. 事業名
事業概要

（目的と効果）
事業
始期

事業
終期

国経済対策 目的分類
事業費
（円）

内、R7年度
事業費（円）

交付金充当額
（円）

内、R7年度
交付金充当額（円）

国県補助・収入等
（円）

実績（成果・効果） 評価検証および今後の方針
R6→R7

繰越

1

（１）物価高騰支援給付金
給付事業（令和６年度補正
予算分・原油価格・物価高
騰対策）

物価高が続く中で低所得世帯へ１
世帯当たり３万円の現金を給付する
ことで、低所得の方々の生活を維持
する。

R7.3 R7.12 Ⅱ．物価高の克服 低所得世帯支援 205,856,520 16,493,951 205,856,520 16,403,951 0

・給付世帯数：6,724世帯（R6：6,231世帯、R7：493世帯）
  ※6,231世帯の内３世帯（９万円）は、対象要件がはずれ返還
・給付額：201,720千円（R6：186,930千円、R7：14,790千円）
（市返還後：201,630千円（R6：186,840千円、R7：14,790千円））
（国返還後（充当額）：201,630千円（R6：186,930千円、R7：14,700
千円））
・事務費：4,226,520円（R6：2,522,569円、R7：1,703,951円）
・給付時期：３月～７月

物価高が続く中で低所得世帯へ１世帯当たり３万円の現金を給
付することで、低所得の方々の負担軽減が図れた。

○

2

（２）物価高騰支援給付金
（子ども加算）給付事業（令
和６年度補正予算分・原油
価格・物価高騰対策）

物価高が続く中で低所得世帯への
子ども加算として、18歳以下の子ど
も１人当たり２万円の現金を給付す
ることで、低所得の方々の生活を維
持する。

R7.3 R7.12 Ⅱ．物価高の克服 低所得世帯支援 8,881,863 8,881,863 8,881,863 8,881,863 0

・給付世帯数：438人・241世帯（R6：0人・0世帯、R7：438人・241
世帯）
・給付額：8,760千円（R6：0千円、R7：8,760千円）
・事務費：121,863円（R6：0円、R7：121,863円）
・給付時期：４月～８月

物価高が続く中で低所得世帯への子ども加算として、18歳以下
の子ども１人当たり２万円の現金を給付することで、低所得の
方々の負担軽減が図れた。

○

合計 214,738,383 25,375,814 214,738,383 25,285,814 0

１．交付対象事業および事業期間 ２．事業分類 ３．予算措置・執行状況
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